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寒 川 町 町 税 条 例 新 旧 対 照 表  

現 行  改 正 案  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

（ 加 え る ）  (徴 収 猶 予 に 係 る 徴 収 金 の 分 割 納 付 又 は

分 割 納 入 の 方 法 ) 

第 7条 の 2 法 第 15条 第 3項 及 び 第 5項 に 規

定 す る 条 例 で 定 め る 方 法 は 、 同 条 第 3項

に 規 定 す る 徴 収 の 猶 予 (以 下 こ の 章 に お

い て 「 徴 収 の 猶 予 」 と い う 。 )又 は 同 条

第 5項 に 規 定 す る 徴 収 の 猶 予 期 間 の 延 長

(以 下 こ の 章 に お い て 「 徴 収 の 猶 予 期 間

の 延 長 」 と い う 。 )に 係 る 金 額 を そ の 期

間 内 の 各 月 (町 長 が や む を 得 な い 事 情 が

あ る と 認 め る と き は 、そ の 期 間 内 の 町 長

が 指 定 す る 月 )に 分 割 し て 納 付 し 、 又 は

納 入 さ せ る 方 法 と す る 。  

2 町 長 は 、法 第 15条 第 3項 又 は 第 5項 の 規

定 に よ り 、徴 収 の 猶 予 又 は 徴 収 の 猶 予 期

間 の 延 長 に 係 る 徴 収 金 を 分 割 し て 納 付

し 、又 は 納 入 さ せ る 場 合 に お い て は 、当

該 分 割 納 付 又 は 分 割 納 入 の 各 納 付 期 限

又 は 各 納 入 期 限 及 び 各 納 付 期 限 又 は 各

納 入 期 限 の 納 付 金 額 又 は 納 入 金 額 を 定

め る も の と す る 。  

3 町 長 は 、徴 収 の 猶 予 又 は 徴 収 の 猶 予 期

間 の 延 長 を 受 け た 者 が そ の 納 付 期 限 又

は 納 入 期 限 ま で に 納 付 し 、又 は 納 入 す る

こ と が で き な い こ と に つ き や む を 得 な

い 理 由 が あ る と 認 め る と き は 、前 項 の 規

定 に よ り 定 め た 分 割 納 付 又 は 分 割 納 入

の 各 納 付 期 限 又 は 各 納 入 期 限 及 び 各 納

付 期 限 又 は 各 納 入 期 限 の 納 付 金 額 又 は

納 入 金 額 を 変 更 す る こ と が で き る 。  

4  町 長 は 、 第 2項 の 規 定 に よ り 分 割 納 付

又 は 分 割 納 入 の 各 納 付 期 限 又 は 各 納 入

期 限 及 び 各 納 付 期 限 又 は 各 納 入 期 限 の

納 付 金 額 又 は 納 入 金 額 を 定 め た と き は 、

そ の 旨 、当 該 分 割 納 付 又 は 分 割 納 入 の 各

納 付 期 限 又 は 各 納 入 期 限 及 び 各 納 付 期

限 又 は 各 納 入 期 限 の 納 付 金 額 又 は 納 入

金 額 そ の 他 必 要 な 事 項 を 当 該 徴 収 の 猶

予 又 は 当 該 徴 収 の 猶 予 期 間 の 延 長 を 受
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け た 者 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

5  町 長 は 、 第 3項 の 規 定 に よ り 分 割 納 付

又 は 分 割 納 入 の 各 納 付 期 限 又 は 各 納 入

期 限 及 び 各 納 付 期 限 又 は 各 納 入 期 限 の

納 付 金 額 又 は 納 入 金 額 を 変 更 し た と き

は 、そ の 旨 、そ の 変 更 後 の 各 納 付 期 限 又

は 各 納 入 期 限 及 び 各 納 付 期 限 又 は 各 納

入 期 限 の 納 付 金 額 又 は 納 入 金 額 そ の 他

必 要 な 事 項 を 当 該 延 長 を 受 け た 者 に 通

知 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 加 え る ）  (徴 収 猶 予 の 申 請 手 続 等 ) 

第 7条 の 3 法 第 15条 の 2第 1項 に 規 定 す る

条 例 で 定 め る 事 項 は 、次 に 掲 げ る 事 項 と

す る 。  

( 1 )  法 第 1 5条 第 1項 各 号 の い ず れ か に

該 当 す る 事 実 が あ る こ と 及 び そ の 該

当 す る 事 実 に 基 づ き 、徴 収 の 猶 予 に 係

る 徴 収 金 を 一 時 に 納 付 し 、又 は 納 入 す

る こ と が で き な い 事 情 の 詳 細  

(2) 納 付 し 、 又 は 納 入 す べ き 徴 収 金 の

年 度 、 種 類 、 納 期 限 及 び 金 額  

(3) 前 号 の 金 額 の う ち 徴 収 の 猶 予 を 受

け よ う と す る 金 額  

(4) 徴 収 の 猶 予 を 受 け よ う と す る 期 間  

(5) 分 割 納 付 又 は 分 割 納 入 の 方 法 に よ

り 納 付 し 、 又 は 納 入 す る か ど う か (分

割 納 付 又 は 分 割 納 入 の 方 法 に よ り 納

付 し 、 又 は 納 入 す る 場 合 に あ っ て は 、

分 割 納 付 又 は 分 割 納 入 の 各 納 付 期 限

又 は 各 納 入 期 限 及 び 各 納 付 期 限 又 は

各 納 入 期 限 の 納 付 金 額 又 は 納 入 金 額

を 含 む 。 ) 

(6) 徴 収 の 猶 予 を 受 け よ う と す る 金 額

が 100万 円 を 超 え 、か つ 、猶 予 期 間 が 3

月 を 超 え る 場 合 に は 、提 供 し よ う と す

る 法 第 16条 第 1項 各 号 に 掲 げ る 担 保 の

種 類 、 数 量 、 価 額 及 び 所 在 (そ の 担 保

が 保 証 人 の 保 証 で あ る と き は 、保 証 人

の 氏 名 及 び 住 所 又 は 居 所 )そ の 他 担 保

に 関 し 参 考 と な る べ き 事 項 (担 保 を 提

供 す る こ と が で き な い 特 別 の 事 情 が

あ る と き は 、 そ の 事 情 ) 
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2  法 第 1 5条 の 2第 1項 に 規 定 す る 条 例 で

定 め る 書 類 は 、 次 に 掲 げ る 書 類 と す る 。 

( 1 )  法 第 1 5条 第 1項 各 号 の い ず れ か に

該 当 す る 事 実 を 証 す る に 足 り る 書 類  

(2) 財 産 目 録 そ の 他 の 資 産 及 び 負 債 の

状 況 を 明 ら か に す る 書 類  

(3) 徴 収 の 猶 予 を 受 け よ う と す る 日 前

1年 間 の 収 入 及 び 支 出 の 実 績 並 び に 同

日 以 後 の 収 入 及 び 支 出 の 見 込 み を 明

ら か に す る 書 類  

(4) 徴 収 の 猶 予 を 受 け よ う と す る 金 額

が 100万 円 を 超 え 、か つ 、猶 予 期 間 が 3

月 を 超 え る 場 合 に は 、地 方 税 法 施 行 令

(昭 和 25年 政 令 第 245号 。以 下「 令 」と

い う 。)第 6条 の 10の 規 定 に よ り 提 出 す

べ き 書 類 そ の 他 担 保 の 提 供 に 関 し 必

要 と な る 書 類  

3  法 第 1 5条 の 2第 2項 に 規 定 す る 条 例 で

定 め る 事 項 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 と す る 。 

(1) 徴 収 の 猶 予 に 係 る 徴 収 金 を 一 時 に

納 付 し 、又 は 納 入 す る こ と が で き な い

事 情 の 詳 細  

( 2 )  第 1項 第 2号 か ら 第 6号 ま で に 掲 げ

る 事 項  

4 法 第 15条 の 2第 2項 及 び 第 3項 に 規 定 す

る 条 例 で 定 め る 書 類 は 、第 2項 第 2号 か ら

第 4号 ま で に 掲 げ る 書 類 と す る 。  

5  法 第 1 5条 の 2第 3項 に 規 定 す る 条 例 で

定 め る 事 項 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 と す る 。 

(1) 徴 収 の 猶 予 期 間 の 延 長 を 受 け よ う

と す る 徴 収 金 の 年 度 、種 類 、納 期 限 及

び 金 額  

(2) 徴 収 の 猶 予 期 間 内 に そ の 猶 予 を 受

け た 金 額 を 納 付 し 、又 は 納 入 す る こ と

が で き な い や む を 得 な い 理 由  

(3) 徴 収 の 猶 予 期 間 の 延 長 を 受 け よ う

と す る 期 間  

( 4 )  第 1項 第 5号 及 び 第 6号 に 掲 げ る 事

項  

6  法 第 1 5条 の 2第 4項 に 規 定 す る 条 例 で

定 め る 書 類 は 、第 2項 第 4号 に 掲 げ る 書 類

と す る 。  
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7  法 第 1 5条 の 2第 8項 に 規 定 す る 条 例 で

定 め る 期 間 は 、 20日 と す る 。  

（ 加 え る ）  (職 権 に よ る 換 価 の 猶 予 の 手 続 等 ) 

第 7条 の 4 町 長 は 、 法 第 15条 の 5第 2項 に

お い て 準 用 す る 法 第 15条 第 3項 又 は 第 5

項 の 規 定 に よ り 分 割 し て 納 付 し 、又 は 納

入 さ せ る と き は 、法 第 15条 の 5第 1項 の 規

定 に よ る 換 価 の 猶 予 を す る 金 額 を 当 該

換 価 の 猶 予 を す る 期 間 内 の 各 月 (町 長 が

や む を 得 な い 事 情 が あ る と 認 め る と き

は 、 そ の 期 間 内 の 町 長 が 指 定 す る 月 )に

分 割 し て 納 付 し 、又 は 納 入 さ せ る も の と

す る 。  

2  第 7条 の 2第 2項 か ら 第 5項 ま で の 規 定

は 、法 第 15条 の 5第 2項 に お い て 準 用 す る

法 第 15条 第 3項 又 は 第 5項 の 規 定 に よ り 、

分 割 し て 納 付 し 、又 は 納 入 さ せ る 場 合 に

つ い て 準 用 す る 。  

3  法 第 1 5条 の 5の 2第 1項 及 び 第 2項 に 規

定 す る 条 例 で 定 め る 書 類 は 、次 に 掲 げ る

書 類 と す る 。  

( 1 )  前 条 第 2項 第 2号 か ら 第 4号 ま で に

掲 げ る 書 類  

(2) 分 割 納 付 又 は 分 割 納 入 を さ せ る た

め に 必 要 と な る 書 類  

（ 加 え る ）  (申 請 に よ る 換 価 の 猶 予 の 手 続 等 ) 

第 7条 の 5 法 第 15条 の 6第 1項 に 規 定 す る

条 例 で 定 め る 期 間 は 、 6月 と す る 。  

2 町 長 は 、法 第 15条 の 6第 3項 に お い て 準

用 す る 法 第 15条 第 3項 又 は 第 5項 の 規 定

に よ り 分 割 し て 納 付 し 、又 は 納 入 さ せ る

と き は 、法 第 15条 の 6第 1項 の 規 定 に よ る

換 価 の 猶 予 を す る 金 額 を 当 該 換 価 の 猶

予 を す る 期 間 内 の 各 月 (町 長 が や む を 得

な い 事 情 が あ る と 認 め る と き は 、そ の 期

間 内 の 町 長 が 指 定 す る 月 )に 分 割 し て 納

付 し 、 又 は 納 入 さ せ る も の と す る 。  

3  第 7条 の 2第 2項 か ら 第 5項 ま で の 規 定

は 、法 第 15条 の 6第 3項 に お い て 準 用 す る

法 第 15条 第 3項 又 は 第 5項 の 規 定 に よ り 、

分 割 し て 納 付 し 、又 は 納 入 さ せ る 場 合 に

つ い て 準 用 す る 。  
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4  法 第 15条 の 6の 2第 1項 に 規 定 す る 条 例

で 定 め る 事 項 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 と す

る 。  

(1) 徴 収 金 を 一 時 に 納 付 し 、 又 は 納 入

す る こ と に よ り 事 業 の 継 続 又 は 生 活

の 維 持 が 困 難 に な る 事 情 の 詳 細  

( 2 )  第 7条 の 3第 1項 第 2号 か ら 第 4号 ま

で 及 び 第 6号 に 掲 げ る 事 項  

(3) 分 割 納 付 又 は 分 割 納 入 の 各 納 付 期

限 又 は 各 納 入 期 限 及 び 各 納 付 期 限 又

は 各 納 入 期 限 の 納 付 金 額 又 は 納 入 金

額  

5  法 第 1 5条 の 6の 2第 1項 及 び 第 2項 に 規

定 す る 条 例 で 定 め る 書 類 は 、 第 7条 の 3

第 2項 か ら 第 4項 ま で に 掲 げ る 書 類 と す

る 。  

6 法 第 15条 の 6の 2第 2項 に 規 定 す る 条 例

で 定 め る 事 項 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 と す

る 。  

(1) 第 7条 の 3第 1項 第 6号 に 掲 げ る 事 項  

( 2 )  第 7条 の 3第 5項 第 1号 か ら 第 3号 ま

で に 掲 げ る 事 項  

(3) 第 4項 第 3号 に 掲 げ る 事 項  

7 法 第 15条 の 6の 2第 3項 に お い て 準 用 す

る 法 第 15条 の 2第 8項 に 規 定 す る 条 例 で

定 め る 期 間 は 、 20日 と す る 。  

（ 加 え る ）  (担 保 を 徴 す る 必 要 が な い 場 合 ) 

第 7条 の 6  法 第 1 6条 第 1項 た だ し 書 に 規

定 す る 条 例 で 定 め る 場 合 は 、次 の 各 号 の

い ず れ か に 該 当 す る 場 合 と す る 。  

( 1 )  猶 予 に 係 る 金 額 が 10 0万 円 以 下 で

あ る 場 合  

(2) 猶 予 期 間 が 3月 以 内 で あ る 場 合  

(3) 担 保 を 徴 す る こ と が で き な い 特 別

の 事 情 が あ る 場 合  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(町 民 税 の 申 告 ) (町 民 税 の 申 告 ) 

第 15条  （ 略 ）  第 15条  （ 略 ）  

2 （ 略 ）  2 （ 略 ）  

3 町 長 は 、町 民 税 の 賦 課 徴 収 に つ い て 必

要 が あ る と 認 め る と き は 、 新 た に 法 第 2

3 町 長 は 、町 民 税 の 賦 課 徴 収 に つ い て 必

要 が あ る と 認 め る と き は 、 新 た に 法 第 2
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94条 第 1項 第 3号 又 は 第 4号 に 規 定 す る 者

に 該 当 す る こ と と な つ た 者 に 、当 該 該 当

す る こ と と な つ た 日 か ら 30日 以 内 に そ

の 名 称 、代 表 者 又 は 管 理 人 の 氏 名 、主 た

る 事 務 所 又 は 事 業 所 の 所 在 、町 内 に 有 す

る 事 務 所 、事 業 所 又 は 寮 等 の 所 在       

                                   

                                   

                                   

                                  、

当 該 該 当 す る こ と と な つ た 日 そ の 他 町

長 が 必 要 が あ る と 認 め る 事 項 を 申 告 さ

せ る こ と が で き る 。  

94条 第 1項 第 3号 又 は 第 4号 に 規 定 す る 者

に 該 当 す る こ と と な つ た 者 に 、当 該 該 当

す る こ と と な つ た 日 か ら 30日 以 内 に そ

の 名 称 、代 表 者 又 は 管 理 人 の 氏 名 、主 た

る 事 務 所 又 は 事 業 所 の 所 在 、町 内 に 有 す

る 事 務 所 、事 業 所 又 は 寮 等 の 所 在 、法 人

番 号 (行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識

別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法

律 (平 成 25年 法 律 第 27号 )第 2条 第 15項 に

規 定 す る 法 人 番 号 を い う 。以 下 同 じ 。)、

当 該 該 当 す る こ と と な つ た 日 そ の 他 町

長 が 必 要 が あ る と 認 め る 事 項 を 申 告 さ

せ る こ と が で き る 。  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(町 民 税 の 減 免 ) (町 民 税 の 減 免 ) 

第 19条  （ 略 ）  第 19条  （ 略 ）  

2  前 項 の 規 定 に よ り 町 民 税 の 減 免 を 受

け よ う と す る 者 は 、納 期 限 前 7日 ま で に 、

次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 に 当

該 減 免 を 受 け よ う と す る 事 由 を 証 す る

書 類 を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。  

2  前 項 の 規 定 に よ り 町 民 税 の 減 免 を 受

け よ う と す る 者 は 、納 期 限      ま で に 、

次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 に 当

該 減 免 を 受 け よ う と す る 事 由 を 証 す る

書 類 を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称                                

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

     

( 1) 納 税 義 務 者 の 住 所 又 は 事 務 所 若 し

く は 事 業 所 の 所 在 地 、氏 名 又 は 名 称 及

び 個 人 番 号 (行 政 手 続 に お け る 特 定 の

個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等

に 関 す る 法 律 第 2条 第 5項 に 規 定 す る

個 人 番 号 を い う 。 以 下 同 じ 。 )又 は 法

人 番 号 (個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 を 有 し

な い 者 に あ っ て は 、住 所 又 は 事 務 所 若

し く は 事 業 所 の 所 在 地 及 び 氏 名 又 は

名 称 ) 

(2)～ (4) （ 略 ）  (2)～ (4) （ 略 ）  

3 （ 略 ）  3 （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(固 定 資 産 税 の 非 課 税 等 の 申 告 義 務 ) (固 定 資 産 税 の 非 課 税 等 の 申 告 義 務 ) 

第 20条 の 2 法 第 348条 第 2項 第 3号 、第 9号

か ら 第 10号 の 7ま で 、 第 11号 の 3か ら 第 1

1号 の 5ま で 又 は 第 12号 に 掲 げ る 固 定 資

産 に つ い て 同 項 本 文 の 規 定 の 適 用 を 受

け よ う と す る 者 は 、当 該 固 定 資 産 の 用 途

第 20条 の 2 法 第 348条 第 2項 第 3号 、第 9号

か ら 第 10号 の 10ま で 、第 11号 の 3か ら 第 1

1号 の 5ま で 又 は 第 12号 に 掲 げ る 固 定 資

産 に つ い て 同 項 本 文 の 規 定 の 適 用 を 受

け よ う と す る 者 は 、当 該 固 定 資 産 の 用 途
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そ の 他 町 長 が 必 要 が あ る と 認 め る 事 項

を 記 載 し た 申 告 書 を 町 長 に 提 出 し な け

れ ば な ら な い 。こ の 場 合 に お い て 、同 項

第 3号 、 第 9号 か ら 第 10号 の 7ま で 、 第 11

号 の 3か ら 第 11号 の 5ま で 又 は 第 12号 に

掲 げ る 固 定 資 産 が 当 該 固 定 資 産 の 使 用

者 の 所 有 に 属 し な い も の で あ る と き は 、

当 該 固 定 資 産 を 当 該 使 用 者 に 無 料 で 使

用 さ せ て い る こ と を 証 明 す る 書 類 を 添

付 し な け れ ば な ら な い 。  

そ の 他 町 長 が 必 要 が あ る と 認 め る 事 項

を 記 載 し た 申 告 書 を 町 長 に 提 出 し な け

れ ば な ら な い 。こ の 場 合 に お い て 、同 項

第 3号 、 第 9号 か ら 第 10号 の 10ま で 、 第 1

1号 の 3か ら 第 11号 の 5ま で 又 は 第 12号 に

掲 げ る 固 定 資 産 が 当 該 固 定 資 産 の 使 用

者 の 所 有 に 属 し な い も の で あ る と き は 、

当 該 固 定 資 産 を 当 該 使 用 者 に 無 料 で 使

用 さ せ て い る こ と を 証 明 す る 書 類 を 添

付 し な け れ ば な ら な い 。  

2  前 項 の 規 定 に よ り 提 出 し た 申 告 書 に

係 る 固 定 資 産 で 法 第 34 8条 第 2項 本 文 の

規 定 の 適 用 を 受 け て い る も の に つ い て 、

そ れぞれ 同 項 第 3号 、第 9号 か ら 第 10号 の

7ま で 、 第 11号 の 3か ら 第 11号 の 5ま で 又

は 第 12号 に 掲 げ る 用 途 に 供 し な い こ と

と な つ た 場 合 又 は 有 料 で 使 用 さ せ る こ

と と な つ た 場 合 に お い て は 、当 該 固 定 資

産 の 所 有 者 は 、そ の 旨 を直ち に 町 長 に 申

告 し な け れ ば な ら な い 。  

2  前 項 の 規 定 に よ り 提 出 し た 申 告 書 に

係 る 固 定 資 産 で 法 第 34 8条 第 2項 本 文 の

規 定 の 適 用 を 受 け て い る も の に つ い て 、

そ れぞれ 同 項 第 3号 、第 9号 か ら 第 10号 の

10ま で 、第 11号 の 3か ら 第 11号 の 5ま で 又

は 第 12号 に 掲 げ る 用 途 に 供 し な い こ と

と な つ た 場 合 又 は 有 料 で 使 用 さ せ る こ

と と な つ た 場 合 に お い て は 、当 該 固 定 資

産 の 所 有 者 は 、そ の 旨 を直ち に 町 長 に 申

告 し な け れ ば な ら な い 。  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(施 行 規則第 15条 の 3第 2項 の 規 定 に よ る

補正 の 方 法 の 申 出 ) 

(施 行 規則第 15条 の 3第 2項 の 規 定 に よ る

補正 の 方 法 の 申 出 ) 

第 22条  施 行 規則第 15条 の 3第 2項 の 規 定

に よ る補正 の 方 法 の 申 出 は 、当 該家屋に

係 る区分 所 有 者 の 代 表 者 が毎年 1月 31日

ま で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 出

書 を 町 長 に 提 出 し て 行 わ な け れ ば な ら

な い 。  

第 22条  施 行 規則第 15条 の 3第 2項 の 規 定

に よ る補正 の 方 法 の 申 出 は 、当 該家屋に

係 る区分 所 有 者 の 代 表 者 が毎年 1月 31日

ま で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 出

書 を 町 長 に 提 出 し て 行 わ な け れ ば な ら

な い 。  

(1) 代 表 者 の 住 所 及 び 氏 名           

                                 

                                 

                  

( 1) 代 表 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称 及 び

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号 又 は

法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て は 、住

所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (4)  （ 略 ）  (2)～ (4)  （ 略 ）  

2 （ 略 ）  2 （ 略 ）  

(法 第 352条 の 2第 5項 及 び 第 6項 の 規 定 に

よ る 固 定 資 産 税 額 の あん分 の 申 出 ) 

(法 第 352条 の 2第 5項 及 び 第 6項 の 規 定 に

よ る 固 定 資 産 税 額 の あん分 の 申 出 ) 

第 2 3条  法 第 3 5 2条 の 2第 5項 の 規 定 に よ

る 固 定 資 産 税 額 の あん分 の 申 出 は 、同 条

第 1項 に 規 定 す る共用土地 納 税 義 務 者 の

代 表 者 が毎年 1月 31日 ま で に 、 次 に 掲 げ

第 2 3条  法 第 3 5 2条 の 2第 5項 の 規 定 に よ

る 固 定 資 産 税 額 の あん分 の 申 出 は 、同 条

第 1項 に 規 定 す る共用土地 納 税 義 務 者 の

代 表 者 が毎年 1月 31日 ま で に 、 次 に 掲 げ
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る 事 項 を 記 載 し た 申 出 書 を 町 長 に 提 出

し て 行わな け れ ば な ら な い 。  

る 事 項 を 記 載 し た 申 出 書 を 町 長 に 提 出

し て 行わな け れ ば な ら な い 。  

(1) 代 表 者 の 住 所 及 び 氏 名           

                                 

                                 

                  

( 1) 代 表 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称 及 び

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号 又 は

法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て は 、住

所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (5) （ 略 ）  (2)～ (5) （ 略 ）  

2 法 第 352条 の 2第 6項 に 規 定 す る 特 定被

災共用土地 (以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い

て 「 特 定被災共用土地 」 と い う 。 )に 係

る 固 定 資 産 税 額 の あん分 の 申 出 は 、同 条

第 6項 に 規 定 す る 特 定被災共用土地 納 税

義 務 者 (第 5号 及 び 第 4項 に お い て 「 特 定

被災共用土地 納 税 義 務 者 」 と い う 。 )の

代 表 者 が 法 第 34 9条 の 3の 3第 1項 に 規 定

す る被災年 度 (第 3号 及 び 第 27条 の 2に お

い て 「被災年 度 」 と い う 。 )の翌年 度 又

は翌々年 度 (法 第 349条 の 3の 3第 1項 に 規

定 す る 避 難 の 指 示 等 (第 2 7条 の 2に お い

て 「避難 の 指示等 」 と い う 。 )が 行われ

た 場 合 に お い て 、 法 第 34 9条 の 3の 3第 1

項 に 規 定 す る避難 等解除日 (以 下 こ の 項

及 び 第 27条 の 2に お い て「避難 等解除日 」

と い う 。)の 属 す る 年 が 法 第 349条 の 3の 3

第 1項 に 規 定 す る被災年 (第 27条 の 2に お

い て 「被災年 」 と い う 。 )の翌年 以 後 の

年 で あ る と き は 、当 該被災年 度 の翌年 度

か ら 避 難 等 解 除 日 の 属 す る 年 の 1月 1日

以 後 3年 ま で の 各 年 度 )の 初 日 の 属 す る

年 の 1月 31日 ま で に 次 に 掲 げ る 事 項 を 記

載 し 、 か つ 、 第 4号 に 掲 げ る 事 実 を 証 す

る 書 類 を 添 付 し た 申 出 書 を 町 長 に 提 出

し て 行わな け れ ば な ら な い 。  

2 法 第 352条 の 2第 6項 に 規 定 す る 特 定被

災共用土地 (以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い

て 「 特 定被災共用土地 」 と い う 。 )に 係

る 固 定 資 産 税 額 の あん分 の 申 出 は 、同 条

第 6項 に 規 定 す る 特 定被災共用土地 納 税

義 務 者 (第 5号 及 び 第 4項 に お い て 「 特 定

被災共用土地 納 税 義 務 者 」 と い う 。 )の

代 表 者 が 法 第 34 9条 の 3の 3第 1項 に 規 定

す る被災年 度 (第 3号 及 び 第 27条 の 2に お

い て 「被災年 度 」 と い う 。 )の翌年 度 又

は翌々年 度 (法 第 349条 の 3の 3第 1項 に 規

定 す る 避 難 の 指 示 等 (第 2 7条 の 2に お い

て 「避難 の 指示等 」 と い う 。 )が 行われ

た 場 合 に お い て 、 法 第 34 9条 の 3の 3第 1

項 に 規 定 す る避難 等解除日 (以 下 こ の 項

及 び 第 27条 の 2に お い て「避難 等解除日 」

と い う 。)の 属 す る 年 が 法 第 349条 の 3の 3

第 1項 に 規 定 す る被災年 (第 27条 の 2に お

い て 「被災年 」 と い う 。 )の翌年 以 後 の

年 で あ る と き は 、当 該被災年 度 の翌年 度

か ら 避 難 等 解 除 日 の 属 す る 年 の 1月 1日

以 後 3年 ま で の 各 年 度 )の 初 日 の 属 す る

年 の 1月 31日 ま で に 次 に 掲 げ る 事 項 を 記

載 し 、 か つ 、 第 4号 に 掲 げ る 事 実 を 証 す

る 書 類 を 添 付 し た 申 出 書 を 町 長 に 提 出

し て 行わな け れ ば な ら な い 。  

(1) 代 表 者 の 住 所 及 び 氏 名           

                                 

                                 

                  

( 1) 代 表 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称 及 び

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号 又 は

法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て は 、住

所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (6) （ 略 ）  (2)～ (6) （ 略 ）  

3・ 4 （ 略 ）  3・ 4 （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(固 定 資 産 税 の 減 免 ) (固 定 資 産 税 の 減 免 ) 
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第 25条  （ 略 ）  第 25条  （ 略 ）  

2  前 項 の 規 定 に よ り 固 定 資 産 税 の 減 免

を 受 け よ う と す る 者 は 、 納 期 限 前 7日 ま

で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書

に 当 該 減 免 を 受 け よ う と す る 事 由 を 証

す る 書 類 を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し な け

れ ば な ら な い 。  

2  前 項 の 規 定 に よ り 固 定 資 産 税 の 減 免

を 受 け よ う と す る 者 は 、 納 期 限      ま

で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書

に 当 該 減 免 を 受 け よ う と す る 事 由 を 証

す る 書 類 を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し な け

れ ば な ら な い 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

所                                

                                 

                       

( 1) 納 税 義 務 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称

及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号

又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て

は 、 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (6) （ 略 ）  (2)～ (6) （ 略 ）  

3 （ 略 ）  3 （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(住宅用 地 の 申 告 義 務 ) (住宅用 地 の 申 告 義 務 ) 

第 27条  賦 課 期 日 に お い て 住 宅用 地 を 所

有 す る 者 は 、 当 該 住宅用 地 に つ い て は 、

次 に 掲 げ る 事 項 を 当 該 年 度 の 初 日 の 属

す る 年 の 1月 31日 ま で に 町 長 に 申 告 し な

け れ ば な ら な い 。た だ し 、当 該 住宅用 地

の 所 有 者 が 当 該 年 度 の 前 年 度 に 係 る 賦

課 期 日 か ら 引 き 続 き 当 該 住 宅 用 地 を 所

有 し 、か つ 、当 該 申 告 す べ き 事 項 に異動

が な い 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

第 27条  賦 課 期 日 に お い て 住 宅用 地 を 所

有 す る 者 は 、 当 該 住宅用 地 に つ い て は 、

次 に 掲 げ る 事 項 を 当 該 年 度 の 初 日 の 属

す る 年 の 1月 31日 ま で に 町 長 に 申 告 し な

け れ ば な ら な い 。た だ し 、当 該 住宅用 地

の 所 有 者 が 当 該 年 度 の 前 年 度 に 係 る 賦

課 期 日 か ら 引 き 続 き 当 該 住 宅 用 地 を 所

有 し 、か つ 、当 該 申 告 す べ き 事 項 に異動

が な い 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

(1) 住宅用 地 の 所 有 者 の 住 所 及 び 氏 名

又 は 名 称                          

                                 

                              

( 1) 住宅用 地 の 所 有 者 の 住 所 、 氏 名 又

は 名 称 及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個

人 番 号 又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に

あ っ て は 、 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (4) （ 略 ）  (2)～ (4) （ 略 ）  

2 （ 略 ）  2 （ 略 ）  

(被災住宅用 地 の 申 告 ) (被災住宅用 地 の 申 告 ) 

第 27条 の 2 法 第 349条 の 3の 3第 1項 (同 条

第 2項 に お い て 準 用 す る 場 合 及 び 同 条 第

3項 (同 条 第 4項 に お い て 準 用 す る 場 合 を

含 む 。 )の 規 定 に よ り読み替え て 適 用 さ

れ る 場 合 を 含 む 。 第 5号 及 び 次 項 に お い

て 同 じ 。 )の 規 定 の 適 用 を 受 け よ う と す

る 者 は 、被災年 度 の翌年 度 又 は翌々年 度

(避 難 の 指 示 等 が 行 わ れ た 場 合 に お い

て 、避難 等解除日 の 属 す る 年 が被災年 の

第 27条 の 2 法 第 349条 の 3の 3第 1項 (同 条

第 2項 に お い て 準 用 す る 場 合 及 び 同 条 第

3項 (同 条 第 4項 に お い て 準 用 す る 場 合 を

含 む 。 )の 規 定 に よ り読み替え て 適 用 さ

れ る 場 合 を 含 む 。 第 5号 及 び 次 項 に お い

て 同 じ 。 )の 規 定 の 適 用 を 受 け よ う と す

る 者 は 、被災年 度 の翌年 度 又 は翌々年 度

(避 難 の 指 示 等 が 行 わ れ た 場 合 に お い

て 、避難 等解除日 の 属 す る 年 が被災年 の
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翌年 以 後 の 年 で あ る と き は 、当 該被災年

度 の 翌 年 度 か ら 避 難 等 解 除 日 の 属 す る

年 の 1月 1日 以 後 3年 を経過す る 日 を 賦 課

期 日 と す る 年 度 ま で の 各 年 度 )の初日 の

属 す る 年 の 1月 31日 ま で に 次 に 掲 げ る 事

項 を 記 載 し 、 か つ 、 第 4号 に 掲 げ る 事 実

を 証 す る 書 類 を 添 付 し た 申 告 書 を 町 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

翌年 以 後 の 年 で あ る と き は 、当 該被災年

度 の 翌 年 度 か ら 避 難 等 解 除 日 の 属 す る

年 の 1月 1日 以 後 3年 を経過す る 日 を 賦 課

期 日 と す る 年 度 ま で の 各 年 度 )の初日 の

属 す る 年 の 1月 31日 ま で に 次 に 掲 げ る 事

項 を 記 載 し 、 か つ 、 第 4号 に 掲 げ る 事 実

を 証 す る 書 類 を 添 付 し た 申 告 書 を 町 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称                                

                                 

                         並 び に 当

該 納 税 義 務 者 が 地 方 税 法 施 行 令 (昭 和

25年 政 令 第 245号 。以 下「 令 」と い う 。)

第 52条 の 13第 1項 第 3号 か ら 第 5号 ま で

又 は 第 3項 第 3号 か ら 第 5号 ま で に 掲 げ

る 者 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 同 条 第 1

項 第 1号 若 し く は 第 2号 又 は 第 3項 第 1

号 若 し く は 第 2号 に 掲 げ る 者 と の 関 係  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称

及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号

又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て

は 、 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 )並 び に 当

該 納 税 義 務 者 が 令         

                

第 52条 の 13第 1項 第 3号 か ら 第 5号 ま で

又 は 第 3項 第 3号 か ら 第 5号 ま で に 掲 げ

る 者 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 同 条 第 1

項 第 1号 若 し く は 第 2号 又 は 第 3項 第 1

号 若 し く は 第 2号 に 掲 げ る 者 と の 関 係  

(2)～ (6) （ 略 ）  (2)～ (6) （ 略 ）  

2 （ 略 ）  2 （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(軽自動車税 の 減 免 ) (軽自動車税 の 減 免 ) 

第 33条  （ 略 ）  第 33条  （ 略 ）  

2  前 項 の 規 定 に よ り 軽 自 動 車 税 の 減 免

を 受 け よ う と す る 者 は 、 納 期 限 前 7日 ま

で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書

に 減 免 を 必 要 と す る 事 由 を 証 す る 書 類

を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

2  前 項 の 規 定 に よ り 軽 自 動 車 税 の 減 免

を 受 け よ う と す る 者 は 、 納 期 限      ま

で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書

に 減 免 を 必 要 と す る 事 由 を 証 す る 書 類

を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

(1) （ 略 ）  (1) （ 略 ）  

(2) 軽自動車等 の 所 有 者 等 の 住 所 及 び

氏 名 又 は 名 称                      

                                 

                                 

                                 

                                 

( 2) 軽自動車等 の 所 有 者 等 の 住 所 又 は

事 務 所 若 し く は 事 業 所 の 所 在 地 、氏 名

又 は 名 称 及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号

(個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者

に あ っ て は 、住 所 又 は 事 務 所 若 し く は

事 業 所 の 所 在 地 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(3)～ (7) （ 略 ）  (3)～ (7) （ 略 ）  

3～ 5 （ 略 ）  3～ 5 （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  



11 
 

(特 別土地 保 有 税 の 減 免 ) (特 別土地 保 有 税 の 減 免 ) 

第 36条  （ 略 ）  第 36条  （ 略 ）  

2  前 項 の 規 定 に よ り 特 別 土 地 保 有 税 の

減 免 を 受 け よ う と す る 者 は 、 納 期 限 前 7

日 ま で に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申

請 書 に 当 該 減 免 を 受 け よ う と す る 事 由

を 証 す る 書 類 を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

2  前 項 の 規 定 に よ り 特 別 土 地 保 有 税 の

減 免 を 受 け よ う と す る 者 は 、納 期 限     

 ま で に 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申

請 書 に 当 該 減 免 を 受 け よ う と す る 事 由

を 証 す る 書 類 を 添 付 し て 、町 長 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称                                

                                 

                        

( 1) 納 税 義 務 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称

及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号

又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て

は 、 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)・ (3) （ 略 ）  (2)・ (3) （ 略 ）  

3 （ 略 ）  3 （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

（制定附則）  （制定附則）  

附  則  附  則  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(耐震基 準 適 合 住宅に 対 す る 固 定 資 産 税

の 減 額 の 適 用 を 受 け よ う と す る 者 が す

べ き 申 告 ) 

(耐震基 準 適 合 住宅に 対 す る 固 定 資 産 税

の 減 額 の 適 用 を 受 け よ う と す る 者 が す

べ き 申 告 ) 

9  法 附 則 第 1 5条 の 9第 1項 の 耐 震 基 準 適

合 住宅に つ い て 、同 項 の 規 定 の 適 用 を 受

け よ う と す る 者 は 、当 該耐震基 準 適 合 住

宅に 係 る耐震改修が完了し た 日 か ら 3月

以 内 に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 告

書 に 当 該 耐 震 改 修 に 要 し た 費 用 を 証 す

る 書 類 及 び 当 該 耐 震 改 修 後 の 家 屋 が 令

附 則 第 12条 第 2 4項 に 規 定 す る 基 準 を 満

た す こ と を 証 す る 書 類 を 添 付 し て 町 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

9  法 附 則 第 1 5条 の 9第 1項 の 耐 震 基 準 適

合 住宅に つ い て 、同 項 の 規 定 の 適 用 を 受

け よ う と す る 者 は 、当 該耐震基 準 適 合 住

宅に 係 る耐震改修が完了し た 日 か ら 3月

以 内 に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 告

書 に 当 該 耐 震 改 修 に 要 し た 費 用 を 証 す

る 書 類 及 び 当 該 耐 震 改 修 後 の 家 屋 が 令

附 則 第 12条 第 2 4項 に 規 定 す る 基 準 を 満

た す こ と を 証 す る 書 類 を 添 付 し て 町 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称                                

                                 

                        

( 1) 納 税 義 務 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称

及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号

又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て

は 、 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (6) （ 略 ）  (2)～ (6) （ 略 ）  

(耐震基 準 適 合家屋に 対 す る 固 定 資 産 税

の 減 額 の 適 用 を 受 け よ う と す る 者 が す

べ き 申 告 ) 

(耐震基 準 適 合家屋に 対 す る 固 定 資 産 税

の 減 額 の 適 用 を 受 け よ う と す る 者 が す

べ き 申 告 ) 

1 0  法 附 則 第 1 5条 の 1 0第 1項 の 耐 震 基 準 1 0  法 附 則 第 1 5条 の 1 0第 1項 の 耐 震 基 準
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適 合家屋に つ い て 、同 項 の 規 定 の 適 用 を

受 け よ う と す る 者 は 、当 該耐震基 準 適 合

家屋に 係 る耐震改修が完了し た 日 か ら 3

月 以 内 に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申

告 書 に 施 行 規則附則第 7条 第 11項 に 規 定

す る 補 助 に 係 る 補 助 金 確 定 通 知 書 の 写

し 、建築物の耐震改修の促進に 関 す る 法

律 (平 成 7年 法 律 第 123号 )第 7条 又 は 同 法

附 則 第 3条 第 1項 の 規 定 に よ る 報 告 の 写

し 及 び 当 該 耐 震 改 修 後 の 家 屋 が 令 附 則

第 12条 第 24項 に 規 定 す る 基 準 を 満 た す

こ と を 証 す る 書 類 を 添 付 し て 町 長 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

適 合家屋に つ い て 、同 項 の 規 定 の 適 用 を

受 け よ う と す る 者 は 、当 該耐震基 準 適 合

家屋に 係 る耐震改修が完了し た 日 か ら 3

月 以 内 に 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申

告 書 に 施 行 規則附則第 7条 第 11項 に 規 定

す る 補 助 に 係 る 補 助 金 確 定 通 知 書 の 写

し 、建築物の耐震改修の促進に 関 す る 法

律 (平 成 7年 法 律 第 123号 )第 7条 又 は 同 法

附 則 第 3条 第 1項 の 規 定 に よ る 報 告 の 写

し 及 び 当 該 耐 震 改 修 後 の 家 屋 が 令 附 則

第 12条 第 24項 に 規 定 す る 基 準 を 満 た す

こ と を 証 す る 書 類 を 添 付 し て 町 長 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称                                

                                 

                        

( 1) 納 税 義 務 者 の 住 所 、 氏 名 又 は 名 称

及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号

又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て

は 、 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 ) 

(2)～ (6) （ 略 ）  (2)～ (6) （ 略 ）  

(法附則第 15条 第 2項 第 1号 等 の 条 例 で 定

め る 割 合 ) 

(法附則第 15条 第 2項 第 1号 等 の 条 例 で 定

め る 割 合 ) 

11 法附則第 15条 第 2項 第 1号 、第 2号 、第

3号 、第 6号 及 び 同 条 第 38項             

    に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合 は 、次

の 各 号 に 掲 げ る区分 に応じ 、当 該 各 号 に

定 め る 割 合 と す る 。  

11 法附則第 15条 第 2項 第 1号 、第 2号 、第

3号 、 第 6号 、 同 条 第 40項 及 び 第 15条 の 8

第 4項 に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合 は 、

次 の 各 号 に 掲 げ る区分 に応じ 、当 該 各 号

に 定 め る 割 合 と す る 。  

(1)～ (4) （ 略 ）  (1)～ (4) （ 略 ）  

(5) 法附則第 15条 第 38項 に 規 定 す る 条

例 で 定 め る 割 合  4分 の 3 

(5) 法附則第 15条 第 40項 に 規 定 す る 条

例 で 定 め る 割 合  4分 の 3 

（ 加 え る ）  (6) 法附則第 15条 の 8第 4項 に 規 定 す る

条 例 で 定 め る 割 合  3分 の 2 

～ 略 ～  ～ 略 ～  

（ 加 え る ）  (平 成 28年 度 分 の軽自動車税 の 税率の 特

例 ) 

 1 4  次 の 各 号 に 掲 げ る 3輪 以 上 の 軽 自 動

車に つ い て 、 当 該軽自動車が 平 成 27年 4

月 1日 か ら 平 成 28年 3月 3 1日 ま で の 間 に

初め て道路運送車両法 第 60条 第 1項 後段

の 規 定 に よ る 車 両 番 号 の 指 定 を 受 け た

場 合 に お い て 、平 成 28年 度 分 の軽自動車

税 に 限 り 、当 該 各 号 に 定 め る 表 の左欄に

掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句
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は 、そ れぞれ 同 表右欄に 掲 げ る字句と す

る 。  

 ( 1 )  法 附 則 第 30条 第 1項 第 1号 及 び 第 2

号 に 規 定 す る 3輪以上の軽自動車  

第 2 9 条 第 2

号ア (イ ) 
3,900円  1,000円  

第 2 9 条 第 2

号ア (ウ ) 

6,900円  1,800円  

10,800円  2,700円  

3,800円  1,000円  

5,000円  1,300円  
 

 

 

( 2 )  法 附 則 第 30条 第 2項 第 1号 及 び 第 2

号 に 規 定 す る 3輪 以 上 の 軽 自 動 車 (ガ

ソ リ ン を 内 燃 機 関 の 燃 料 と し て 用 い

る も の に 限 る 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ) 

第 2 9 条 第 2

号ア (イ ) 
3,900円  2,000円  

第 2 9 条 第 2

号ア (ウ ) 

6,900円  3,500円  

10,800円  5,400円  

3,800円  1,900円  

5,000円  2,500円  
 

 

 

( 3 )  法 附 則 第 30条 第 3項 第 1号 及 び 第 2

号 に 規 定 す る 3輪 以 上 の 軽 自 動 車 (前

号 の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の を 除

く 。 ) 

第 2 9 条 第 2

号ア (イ ) 
3,900円  3,000円  

第 2 9 条 第 2

号ア (ウ ) 

6,900円  5,200円  

10,800円  8,100円  

3,800円  2,900円  

5,000円  3,800円  
 

 （ 改 正附則）  

 附  則  

 (施 行 期 日 ) 

 1 こ の 条 例 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る区分

に応じ 、当 該 各 号 に 定 め る 日 か ら 施 行

す る 。  

 ( 1 )  第 2 0条 の 2及 び 附 則 第 11項 の 改 正

規 定  公布の 日  

 (2) 第 15条 第 3項 、 第 19条 第 2項 第 1号 、

第 22条 第 1項 第 1号 、第 23条 第 1項 第 1号
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及 び 第 2項 第 1号 、 第 25条 第 2項 第 1号 、

第 27条 第 1項 第 1号 、第 27条 の 2第 1項 第

1号 (「 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 」を「 住

所 、氏 名 又 は 名 称 及 び 個 人 番 号 又 は 法

人 番 号 (個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 を 有 し

な い 者 に あ っ て は 、住 所 及 び 氏 名 又 は

名 称 )」に 改 め る部分 に 限 る 。)、第 33

条 第 2項 第 2号 及 び 第 3項 第 2号 、第 36条

第 2項 第 1号 並 び に 附 則 第 9項 第 1号 及

び 第 10項 第 1号 の 改 正 規 定  平 成 28年

1月 1日  

 ( 3 )  第 7条 の 次 に 5条 を 加 え る 改 正 規

定 、第 19条 第 2項 各 号列記 以外の部分 、

第 25条 第 2項 各 号列記 以外の部分 、第 2

7条 の 2第 1項 第 1号 (「 住 所 及 び 氏 名 又

は 名 称 」を「 住 所 、氏 名 又 は 名 称 及 び

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 (個 人 番 号 又 は

法 人 番 号 を 有 し な い 者 に あ っ て は 、住

所 及 び 氏 名 又 は 名 称 )」 に 改 め る 部分

を除く 。)、第 33条 第 2項 各 号列記 以外

の部分 及 び 第 36条 第 2項 各 号列記 以外

の部分 の 改 正 規 定 並 び に附則に 1項 を

加 え る 改 正 規 定  平 成 28年 4月 1日  

 (徴 収 猶 予 に 関 す る経過措置 ) 

 2 こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 寒 川 町 町 税

条 例 (以 下 「 新 条 例 」 と い う 。 )第 7条

の 2、第 7条 の 3及 び 第 7条 の 6の 規 定 (地

方 税 法 等 の 一部を 改 正 す る 法 律 (平 成

27年 法 律 第 2号 。 以 下 「 平 成 27年 改 正

法 」 と い う 。 )附則第 1条 第 6号 に 掲 げ

る 規 定 に よ る 改 正 後 の 地 方 税 法 (昭 和

25年 法 律 第 226号 。 以 下 「 新 法 」 と い

う 。 )第 15条 第 1項 又 は 第 2項 の 規 定 に

よ る 徴 収 の 猶 予 に 係 る部分 に 限 る 。 )

は 、 前 項 第 3号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の

日 以 後 に 申 請 さ れ る 新 法 第 15条 第 1項

又 は 第 2項 の 規 定 に よ る 徴 収 の 猶 予 に

つ い て 適 用 し 、同 日 前 に 申 請 さ れ た 平

成 2 7年 改 正 法 附 則 第 1条 第 6号 に 掲 げ

る 規 定 に よ る 改 正 前 の 地 方 税 法 (以 下

「 旧 法 」と い う 。)第 15条 第 1項 又 は 第

2項 の 規 定 に よ る 徴 収 の 猶 予 に つ い て
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は 、 な お従前 の 例 に よ る 。  

 (職 権 に よ る 換 価 の 猶 予 に 関 す る経過措

置 ) 

 3 新 条 例 第 7条 の 4及 び 第 7条 の 6 (新 法

第 1 5条 の 5第 1項 の 規 定 に よ る 換 価 の

猶 予 に 係 る部分 に 限 る 。 ) の 規 定 は 、

第 1項 第 3号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日

以 後 に さ れ る 新 法 第 1 5条 の 5第 1項 の

規 定 に よ る 換 価 の 猶 予 に つ い て 適 用

し 、同 日 前 に さ れ た 旧 法 第 15条 の 5第 1

項 の 規 定 に よ る 換 価 の 猶 予 に つ い て

は 、 な お従前 の 例 に よ る 。  

 (申 請 に よ る 換 価 の 猶 予 に 関 す る経過措

置 ) 

 4 新 条 例 第 7条 の 5及 び 第 7条 の 6 (新 法

第 1 5条 の 6第 1項 の 規 定 に よ る 換 価 の

猶 予 に 係 る部分 に 限 る 。 ) の 規 定 は 、

第 1項 第 3号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日

以 後 に 新 法 第 1 5条 の 6第 1項 に 規 定 す

る 納 期 限 が 到 来 す る 町 の 徴 収 金 に つ

い て 適 用 す る 。  

 (固 定 資 産 税 に 関 す る経過措置 ) 

 5 新 条 例附則第 11項 第 6号 の 規 定 は 、平

成 27年 4月 1日 以 後 に 新築さ れ た 平 成 2

7年 改 正 法 第 1条 の 規 定 に よ る 改 正 後

の 地 方 税 法 附 則 第 1 5条 の 8第 4項 に 規

定 す る サ ー ビ ス 付 き 高 齢 者 向 け 住 宅

で あ る 貸 家 住 宅 に 対 し て 課 す べ き 平

成 2 8年 度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税

に つ い て 適 用 す る 。  

  

 


